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新  地方経済 生活環境創生交付金    ※内閣府作成資料  抜粋

① 地方公共団体の自主性と創意工夫に基
づいた、地方創生に資する地域独自の
取組を支援
※地方版総合戦略に基づき、目指す将来像
及び課題の設定等、KPI設定の適切性に加
え、自立性、地域の多様な主体の参画等の
要素を有する事業を支援

② ソフト＋ハードや分野間連携の事業を一
体的に支援するとともに、国による伴走
支援を強化

③ 事業の検討・実施・検証の各段階におい
て、地域の多様な主体が参画する仕組
みの構築
※産官学金労言の参画による事業の進捗状
況・効果測定を実施し、効果検証及び評価
結果・改善方策の公表を義務化する。

制度概要 新しい地方経済・生活環境創生交付金

第２世代交付金
（８事業）

デジタル実装型
（14事業）

地域防災緊急整備型
（２事業）

地域産業構造転換
インフラ整備推進型



新しい地方経済・生活環境創生交付金 第２世代交付金

【採択事業一覧】
ページ
番号担当課事業名採択

年度

3地域政策部eスポーツを活用した地域人材の発掘・育成及び地域課題の解決
R5

1

4人材・働き方政策課人材・学・企業の結集「課題先進地からのデジタルイノベーション戦略」
※新潟県広域連携事業2

5産業イノベーション課「脱炭素」を軸とした新産業創出・産業振興の推進R63

6福祉総務課介護テクノロジーの普及と地域包括支援の推進事業

R7

4

7産業イノベーション課新産業ビジネス拠点における次世代型成⾧支援システムの構築5

8人材・働き方政策課地域産業の活力を高める外国人材活躍推進プラットフォーム事業6

9観光課３６３／３６５観光まちづくりによる関係人口創出プロジェクト事業7

10地域政策部若者 連携  共助   持続可能       拠点整備事業
R8
（※）8

2

※令和８年度から「地域未来交付金」に名称変更

令和８年度  ８件 事業 採択      国   交付金額 合計  約1.1億円（見込 ）
事業期間 ３ ５年間



事業の目的・効果 【事業期間 令和５年度 令和９年度】

ｅ     単            新  価値   捉  山積  地域課題解決 新  手法   位置付          本事業  支所地域住民 民間企業等    
検討組織を設置し、新たな視点を取り入れた「ｅスポーツを活用した地域課題の解決」を目指していくもの。

ｅスポーツを活用した地域人材の発掘・育成及び地域課題の解決 ※企業版    納税   寄付受領    
事業期間はR9年度  延⾧

令和７年度事業費
（カッコ内は交付金額）

14,037千円（6,644千円）

重要業績評価指標（KPI）

R9増加分R8増加分R7増加分R6増加分R5増加分事業
開始前単位指標

実績目標実績目標実績目標実績目標実績目標

ー７ー６5５105850人デジタル人材の発掘、育成人数

ー1,200ー1,1005,6771,0001,7405005001000人ｅスポーツの大会参加者及び来場者数、体験者数

ー30ー2522720901520100人体験会への高齢者（65歳以上）の参加者数

【①官民連携推進協議会 運営】
 ⾧岡市eスポーツアクションプランに基づいて実施する各事業の効
果検証

・企業サポーター獲得に向けたニーズ調査等の実施

【②デジタル人材の発掘・育成】
・eスポーツを活用した人材育成講座の開催
・地域団体等へのゲーミングPC無償貸与

【③e    環境 管理】
・常設型eスポーツPC（e-GATE）の運営
・eスポーツ環境を活用した普及啓発

【④体験会・大規模大会の開催】
・オフライン大会の開催、高齢者・障害者向け体験会の開催
・地域団体等へeスポーツイベント開催経費の一部を助成

主な取組 事業の成果等

【①官民連携推進協議会 運営】
・各事業について、委員からアドバイスやアイデアをいただくことで、事業の効果を高め、KPIを大幅に達成することがで
きた。

・ニーズ調査により、eスポーツに興味関心のある企業の多くが「eスポーツ単体の収益」だけではなく、「人材採用・
CSR・地域貢献」を求めていることが把握できた。

【②デジタル人材の発掘・育成】
 参加者 自 体験会 企画 運営      一連 流  PDCAの必要性について実践的に学ぶ機会を提供
できた。
【③e    環境 管理】
・R７年度 e-GATE 利用者 延 2,000人 昨年度 比  2倍以上 利用     
・常連の地元高校生3人がe        結成 市 補助金 地元企業10社   協賛金 活用   対戦
会を主催したり、市のイベント運営に携わるようになった。

【④体験会・大規模大会の開催】
 過疎高齢化 進 公共交通不便地域      魅力的           地理的 条件等 問   全
国各地から多くの方々が来訪することを実証できた。

 各体験会 通   健康増進 新  楽   発見      多様性 尊重    参加者同士 多世代交
流 促進    

・地域団体等が主催するe         支援      地域活性化 ｅ     認知度向上 図    3



事業の目的・効果 【事業期間 令和５年度 令和９年度】

全国 先駆  直面  地域課題 変化 先頭 立         未来      捉  地域課題 起点     技術 活用 新規事業創出等 意欲  企業 人材 大
学等の結集を図り、これを、次々と企業と地域、企業と企業、企業と人材、企業と大学等が結びつき、イノベーションを生み出す好循環の実現を目指す。
ＤＸ 活用  １日単位 数時間  働   人 人材不足 悩 企業     市公式 人材                      令和５年９月１日       求職者 

隙間時間を活用して、1日単位 時間単位 応募          登録   履歴書 面接 不要           １  簡単 応募    企業 日（時間）単位 求人
 掲載 求職者   応募 応  承認（非承認） 行  企業承認後     上 雇用契約    給与 税金計算等 雇用管理 本     企業 代   管理   求人
掲載 無料 採用後手数料 発生   
⾧岡独自 取 組    学生向       体験      設定            気軽 就業体験    求人 掲載中 ⾧期休暇等 帰省中 学生 地元学生 活用 

てもらい、地元就職・Uターン就職のきっかけづくりとする。

人材 学 企業 結集 課題先進地              戦略 

令和７年度事業費
（カッコ内は交付金額）

4,994千円（2,497千円）

主な取組

自分の生活スタイルに合わせてスキマ時間を活用し、柔軟に働きたい子育て世
代や高齢者、学生などのニーズと、人員確保に悩む市内 企業をマッチングし、雇
用市場 変化 柔軟 応     可能      運営 行  
①              運用 保守管理
②普及促進活動（求職者向け、事業者向け）
③運営業務（サポートデスク設置、データ分析等）

重要業績評価指標（KPI）

県が全体で設定しているため、本事業のみのKPIはなし。

事業の成果等

 令和７年度 登録者数 6,741名（令和６年度登録者数5,116名）、登録事業所は335
所（令和６年度293所）、就業件数は8,509件（令和６年度8,108件）となった。また、
マッチボックスで採用された1,042名   ⾧期雇用      人数 28名（令和６年度49
名）であり、根本的な就業・人材確保にも効果があった。

・サイトの普及促進を図るため、事業者に対して、新潟県内でのテレビCM放映 合   認知度 
高まる最適なタイミングで事業者向け説明会を開催し、放送直後の関心が高まっている時期に
直接      図     新規事業者 獲得       理解 深化 狙    実施   

 登録者    約７割 女性    30代 50代 中心 登録         約９割 ⾧
岡市民        市民 関心 高          一方  実際 応募  人数  男
性は20代 女性 40代 最 多  登録人数 対   応募人数 割合 最 高   男女
ともに20代である。

 稼働事業所数 前年  微減（150→136）したものの、採用件数は過去最高の9,547件
（前年比+569件） 記録   特 年間100件以上採用する「主要事業者」が18事業所か
ら25事業所へ大幅増。1件    採用密度 高   主要事業者    欠    採用基
盤へと進化した。

・全稼働事業所の約3割（43件） 半年以上継続利用     単発 欠員補充 超   日
常的 人材        定着     従来中心   飲食 宿泊 加  年度後半  製造
業 業務切 出 事例  介護分野        実現  多業種  展開 向  成功  
  確立    

▲令和7年度TVCM広告
▲広報ポスター 4



事業の成果等
①市内産業の脱炭素エコシステム
・「J-     制度  活用  市内産業界 脱炭素化推進       立 上  令和６年11月27

日 認証    令和6年度 12社がプロジェクトへ参加し、1年間   約380ｔのCO2（一般家
庭約190世帯 １年間 排出  量 相当） 削減 見込    企業単位  活用 難  
「CO2削減量       化         市 産業振興 活用      期待    

・市内企業が取り組んでいる「脱炭素経営」に「地域貢献」の意義が加わることで「企業価値」が向上し、
企業活動への優位性やイメージアップにつながった。

②バイオエコノミーの推進
   産業      産業 融合   新産業 創出 地域資源循環 促進 目的 補助金 実
施した。
   革新的     補助金（補助率2/3、上限10,000千円）  １件

③脱炭素関連産業の振興
⾧岡           研究会          2025 出展   ⾧岡技術科学大 ６研究室 
⾧岡市 概要 研究会設立経緯 活動内容     ７枚    ⾧岡 日本酒１５本 展示 
ラジオ番組の公開収録を実施。幅広く研究会をPRすることができた。
開催日 令和7年7月23日 25日（東京ビックサイト）
   来場者 １日   約220人

事業の目的・効果 【事業期間 令和６年度 令和８年度】

2050年           実現 向  取 組  進        単 CO2削減 終始         産学官金 協働    環境 経済 好循環 図    地域 脱炭
素化を図っていく必要がある。
これを実現するため、市内産業の脱炭素化とともに、CO2削減に資する産業分野の強化や資源循環を促進する産業創出を実現するなど、脱炭素を軸とした産業振興に繋がる施策を

展開していく。

5

「脱炭素」を軸とした新産業創出・産業振興の推進

令和7年度事業費
（カッコ内は交付金額）

13,396千円（6 ,698 千円）

重要業績評価指標（KPI）

R8増加分R7増加分R6増加分事業
開始前単位指標

実績目標実績目標実績目標

ー250 252250人地域における新規雇用者数

ー212１20件本事業により市内に新たに創出された事業件数

ー50 51250社本事業により実施するJ-クレジットプロジェクトに参加した企業数

ー404048社市内のパワーエレクトロニクス産業関連企業数

主な取組
①市内産業の脱炭素エコシステムの構築
市内企業が生み出した環境価値(CO2削減） 集約      化         立 上     促
進するための市内企業の再生可能エネルギ－導入支援を実施する。
1.クレジット集約・登録・運用経費等
2.市内企業 再生可能     導入事業補助金 実施
（内容）市内事業者 再生可能     導入（太陽光発電設備導入）経費 対  補助 行  
（補助対象）市内事業所の大勢を占め、脱炭素化の取り組み促進が求められる中小企業
（補助額及び上限額）定額（５万円/kw）、上限200万円
②バイオエコノミーの推進
有機廃棄物  地域 未利用資源    活用   資源循環 資  産業創出   支援 行  
1.資源循環産業創出 新規事業  補助金
（内容）市内外 事業者      関連産業（未利用資源 活用  資源循環 資  事業等）
の実施にあたって、必要経費の補助

（補助対象）市内    関連産業（未利用資源 活用  事業等） 実施  事業者
（補助率及 上限額）必要経費 2/3以内、上限1,000万円
③脱炭素関連産業の振興
１.国内最大級のパワーエレクトロニクス関連産業展への参加により、本市の優位性を対外的にPRする。
【開催日】令和7年7月23日 25日
【会場】東京ビックサイト



介護テクノロジーの普及と地域包括支援の推進事業

事業の目的・効果 【事業期間 令和７年度 令和９年度】

高齢化 進 地域特性 踏   介護       普及 促進  地域 介護人材不足 業務負担 軽減       地域住民 生活 質向上 地域経
済の活性化を実現する。
    地域内外  連携 強化  ⾧岡市          全国展開 目指  ⾧岡市  選   街       施策 展開   

令和７年度事業費
（カッコ内は交付金額）

2,345千円（997千円）

主な取組
①介護テクノロジー導入に向けた介護DX・業務改善相談

市内介護事業所に対し、事業者による伴走型支援を実施
1.介護テクノロジー導入に関するコンサルティング
（内容）事業所の課題を把握し、最適な機器の選定及び導入方法を提案

2.介護テクノロジーの試験導入支援
（内容）見守 機器等 設置 操作支援 効果検証 行    事業 実施

②介護テクノロジーの導入支援
市内介護事業所 対  介護    見守 機器及 ICT機器等の導入に係る経

費を補助
（補助率）導入経費 1/2以内
（上限額）見守 機器:5万円/台、ICT機器等:50万円

重要業績評価指標（KPI）

R9増加分R8増加分R7増加分事業
開始前単位指標

実績目標実績目標実績目標

ー4.00ー3.003.00（見込）3.000.00％介護職員 業務負担削減率

ー10ー1012100箇所介護テクノロジーの新規導入事業所数

ー10ー5450箇所介護テクノロジーの追加導入事業所数

ー2ー3250箇所伴走支援協力事業者数

ー5ー5050件他自治体からの視察・問い合わせ、メディア掲載件数

事業の成果等
①介護テクノロジー導入に向けた介護DX・業務改善相談
令和７年度  市内介護事業所２ 所    見守 機器 試験導入   
利用者 行動把握   迅速 対応 可能      利用者 安全性 向上
とQOL向上         職員 移動量 約17％減少するなど、業務負担
軽減 効果 確認       職員 介護        理解 活用意識 
高まり、今後の導入促進につながる成果が得られた。

②介護テクノロジーの導入支援
令和７年度  介護    見守 機器 導入    事業所    業務効率
化と職員負担軽減を促進した。
介護テクノロジーの新規導入事業所数は12か所となり、KPI（10か所）を達成し
た。また、既導入事業所においても追加導入が進み、市内介護事業所における介
護テクノロジーの活用が広がった。

6



新産業    拠点    次世代型成⾧支援     構築

事業の目的・効果 【事業期間 令和７年度 令和９年度】

・産業ビジネス拠点に入居する産業関係機関が、ワンストップ事業者支援プラットフォーム（仮称）を設けて、互いに連携しながら一体的に企業の新産業創出等に向けたサポー
  行     地域全体 産業 活性化         創出 進  若者 企業  選   地域 目指  

 ⾧岡独自 生成AI 用            開発   次世代 稼 種  見   企業 成⾧戦略 支援   
 ⾧岡造形大学       領域 研究集積 活用      業種 共通      開発領域参入 向  市内企業 課題 調査整理  女性 求    企業 業
種の市内での創出を支援する。

令和７年度事業費
（カッコ内は交付金額）

10,270千円（2,851千円）

①ワンストップ事業者支援プラットフォームの設置
産業    拠点 入居  ⾧岡商工会議所       ⾧岡 政府系金融機関
等と連携し、市内企業への相談対応のあり方を検討・共有するプラットフォームを設置
する。関係機関が連携したワンストップ支援体制の構築を図る。
②産業ビジネス拠点機能の強化
・4大学1高専の学術シーズと企業ニーズをマッチングするAIを開発し、地域特性に応
  経営者 意思決定    次世代領域 新規     発見     本市独
自のシステムを構築する。

・産業ビジネス拠点に専門コーディネーターを配置し、企業の要素技術・研究成果・特
許等と、学術機関の基礎研究や他企業の技術との連携を促進するコーディネートを
実施する。

主な取組

重要業績評価指標（KPI）

R9増加分R8増加分R7増加分事業
開始前単位指標

実績目標実績目標実績目標

ー874ー795-7227228億円⾧岡市    製造品出荷額

ー400ー200000件ワンストップ窓口における相談件数

ー40ー20000件ワンストップ窓口における支援件数

ー5ー5000件次世代型産業連携事業数

事業の成果等
①ワンストップ事業者支援プラットフォームの設置
ワンストップ事業者支援を担うコーディネーターおよび市のアドバイザー約２０人が参
加  情報交換会 開催  各種相談事例 関係機関  調整手法等 共有   
これにより、市の関係部署及び関係機関において、相談時に連携すべきコーディネー
  等 認識 統一           設置後 円滑 連携体制構築 向  基
盤を整備した。
②産業ビジネス拠点機能の強化
・４大学１高専の学術シーズと企業ニーズをマッチングするＡＩ を開発し、産学協創
センターにおける実用化に向けた検証を実施した。

 令和７年７月  専門         配置  産学連携   産産連携支援 
開始した。共同研究や事業連携のマッチングを推進するとともに、パワーエレクトロニク
ス分野における技術講演会を開催した。
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地域産業 活力 高  外国人材活躍推進        事業

事業の目的・効果 【事業期間 令和７年度 令和９年度】

近年 市内     外国人採用 取組 始    企業 増加傾向    一方  直接外国人留学生   交流  機会 少   外国人材採用   日本語    文化 宗
教 違  食事  配慮 住居 就労期間等 不安    外国人材 重視       活躍                 理解 深            
   外国人留学生 就職活動            企業情報収集 学校   情報提供          実態 留学生                  日本  就職 考 
 留学生 市内企業情報 知 手段 乏                 地域企業 働 体験 機会 限      地域  活躍 考          十分        課題 
   本事業   就労 雇用相談窓口 新設  ⾧岡 働   外国人 採用   企業   相談 対 教育機関 支援機関 連携  一貫  支援           構築  
外国人材の採用・定着を目指す。

令和７年度事業費
（カッコ内は交付金額）

6,896千円（3,448千円）

【①外国人材の雇用・就労に関する相談窓口】
企業 人材   相談 受 付  外国人材 雇用 関  制度 情報提供 就職

活動へのアドバイス等、専任のアドバイザーがそれぞれのニーズに合った支援を実施。
【②企業向      留学生  交流会 実施】
市内企業    外国人材受入       不安 疑問 解消  受入促進及 人

材の定着につなげることを目的として、外国人材活躍事例 共有 採用方法 制度 関
       実施    市内企業 留学生 相互理解 深     目的    県内
大学 留学生 企業 交流会 実施 
【③インターンシップマッチング】
市内企業           希望  学生 企業                終了

   伴走支援 行    受入企業  経費支援 実施 
【④在留資格    】
市内企業   在留資格 関  相談 在留資格手続  関       実施 

主な取組

重要業績評価指標（KPI）

R9増加分R8増加分R7増加分事業
開始前単位指標

実績目標実績目標実績目標

ー10ー103102人外国人材の新規就業者数

ー14ー14２９14354社外国人雇用事業所数

ー10ー10１４1018社交流事業  参加企業数

ー15ー15２４1515社就労・雇用相談支援件数

事業の成果等

 令和７年５月 ⾧岡市外国人材受入         開設 企業16社、人材23
人   相談 受 付  市内企業 外国人材雇用 関  不安 外国人材 市
内  就職活動  不安 解消 図   

 企業向      留学生  交流会   延 21社、41名 留学生 参加   
      支援件数 年間11社22名となり、うち4社6名はイベントへの参加が契機
                  繋    在留資格       6社の個別相談
対応、7社 在留資格 手続      実施 

 外国人雇用事業所数 令和6年 354社から29社増加し、383社となり、外国人労
働者数     令和6年 2,329人から291人増加し、2,620人となった。

 外国人材 相談窓口    企業 人材 不安解消      通  制度理解  
             通  企業 人材 相互理解 促進   市内企業    
意識醸成 外国人材 就職促進 定着 一定 効果    結果       雇
用事業所数の増加や労働者数の増加に寄与しているものと考える。 8



３６３／３６５観光まちづくりによる関係人口創出プロジェクト事業

事業の目的・効果 【事業期間 令和７年度 令和９年度】

⾧岡花火（８月２日 ３日開催）以外363日間    観光需要 創出 消費拡大等 図    目的  関係 交流人口 視点 重視   ⾧岡市 興味関心 持 人 増
      興味関心 度合 深      ⾧岡市  来訪 産品 購入     納税        目指      来訪  購買  購買  来訪   ⾧岡市 関係 交流人
口の接点を増やすことを目指す。
取り組みを通じて地域産業の活性化と付加価値の創出を強化し新しい地方経済の創生につなげていくもの。

令和７年度ソフト事業費
ハード事業費

（カッコ内は交付金額）

68,257千円（25,090千円）
102,213千円（51,106千円）

重要業績評価指標（KPI）

R9増加分R8増加分R7増加分
事業開始前単位指標

実績目標実績目標実績目標

ー1,259,112ー1,219,112未公表1,179,11211,688,456,000円観光消費額

ー10,000ー10,000未公表10,0007,389,487人観光消費額入込客数

ー1,000ー1,00034,91410,0000人 ⾧岡    候補者数

ー200,000ー200,0000200,0001,840,191Page ViewHP ⾧岡観光   閲覧数

ー7.00ー7.00未公表7.0024.50％旅行者 満足度

事業の成果等主な取組

・多様な主体が参画するセミナー・検討会を４回実施し、地域一体となった観光地域
づくりの方向性について検討を進めた。

 栃尾地域 魅力発信          導入 支援     摂田屋地域 空 家
活用への支援、外国人観光客の受入れを進める事業者３社を支援した。

・情報発信では、OTA上のLP制作による観光PR ⾧岡―佐渡周遊キャンペーン特設
サイトの構築、台湾市場向けインフルエンサー招聘を実施した。

 来訪者満足度 観光消費額等 基礎    把握     市内宿泊施設 観光
施設約130か所で来訪者アンケートを初めて実施した。

 寺泊観光案内所整備     設計 完了  令和８年度 着工 竣工 向  
準備を進めた。

 観光消費額 観光入込客数及 旅行者 満足度  観光庁 新潟県 公表  統計 用
  算出      令和7年分 数値 現在公表待        市独自 実施  来訪
者アンケートでは「大変満足」の割合が41.7％となり、手応えを確認した。

 ⾧岡観光         数      AI検索 普及         行動 増加 SNS・
OTA等を活用した情報収集へのシフト等により伸び悩んだものとみられる。一方で、OTA上に作
成したLPでは延べ4,129,534人の閲覧があり、観光PR動画の視聴者数34,914人  ⾧岡
    候補者   獲得               分析  令和8年度 実施   ⾧岡観
光ナビ」の入替・機能強化の取り組みにおいて活用する。

・重点エリアでは、摂田屋・宮内エリアの中心施設である旧機那サフラン酒製造本舗の入込客数
が48,712人    前年度比14％増となたったほか、寺泊魚の市場通り、道の駅R290とちお
でも観光入込客数が増加しており、施策の効果が具体的な来訪増として表れ始めている。
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若者 連携  共助   持続可能       拠点整備事業

令和８年第１回募集初回採択回新潟県⾧岡市申請者

966,376千円
（15,200千円）

期間中の総事業費
（カッコ内はR8年度事業費）

R8-R10年度事業計画期間

地場産業支援関連事業事業分野（大項目）インフラ
整備事業 拠点整

備事業 ソフト
事業事業分野

• 少子高齢化 進 地方都市    新  地域      活動 推進     活動 担 手不足 進行  中 若 世代 
参画  地域自治組織 運営 良 効果 期待    
• 公共交通機関 集中  学校 集積    ⾧岡駅東口地区   阪之上          （以下    ）  地域内外 
若者 集      活動 参加    拠点   再開発        学生 中心   若 世代 地域活動  気   愛
着を醸成するとともに、多世代連携での共助による持続可能な地域コミュニティづくりや、Uターン、Iターンなど定住促進を目指す。

目的・効果

【事業概要】
交通 結節点   駅前   好立地 位置        若者

 集    形 再開発        学生 中心   若者 地
域の現状を知ってもらい、活動に参加する機会を提供していく。
  教育機関 地域貢献活動 連携  体験型学習 行   

『子どもを就学させたい地域』とするとともに、人材育成にも寄与し、地
域活動の持続可能性を高める体制を構築する。事業概要・

主な経費
※経費内訳はR8年度事業費

【ソフト事業】
①若者交流 連携支援（若者交流     運用）
②高校、大学等と連携した『子ども向け』学習等ボランティア活動
③高校、大学等と連携した『高齢者向け』福祉活動
④産学官（地域）連携による地域課題解決活動
⑤① ④ 効果的 情報発信

【拠点整備事業】
・阪之上コミセン 新築関連経費 965,700千円

https://www.city.nagaoka.niigata
.jp/shisei/cate11/local-
grants.html

URL
※交付金 具体的使途 実
施体制・効果検証の結果及
び改善方策への反映が記載

されているURL

①関係交流人口 増加（阪之上          利用者数）
（＋10,350人）

②阪之上          １０代 ２０代 利用者割合（＋50％）
③若者連携自主    数（＋12回）
④教育機関連携イベント数（＋12回）

主なKPI
※カッコ内の数値は実施計画におけ
る「KPI増加分 累計  目標値

若者交流スペースの利用（既存のコミセンにはない）

ボランティア
（地域活動）

自主参加

学習支援
遊び体験ほか

子ども向け

調理・配食補助
イベント補助
スマホ教室ほか

高齢者向け

電子回覧
DX、空き家ほか

課題解決

長岡高校、大手高校、帝京長岡高校、北陸学園、長岡大学、長岡高専ほか

（仮）学生によるコミ課題研究会議

・各高校、大学、専門学校
+社会福祉協議会 + 市

・PDCAで底上げ
（+人材育成）

コミ① コミ② ③

④
…

⑤

・好事例を情報発信

ソフト①

ソフト⑤

ソフト②③④

ソフト①② ソフト①③ ソフト①④
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新しい地方経済・生活環境創生交付金 デジタル実装タイプ

【採択事業一覧】
ページ
番号担当課事業名年度

12ＤＸ推進部すべての市民のための「行かない」「書かない」「スムーズな」行政サービス推進事業

R5 13保健医療課オンライン診療普及事業

14道路管理課除雪稼働管理システム構築事業

15環境事業課粗大ごみ受付・収集運搬業務DX化事業

R6

16健康増進課ながおかウェルネス事業

17保育課公立保育園・公立幼稚園キャッシュレス決済サービス導入事業

18鳥獣被害対策課ICTを活用した鳥獣被害対策の強化事業

19資産税課新潟県共同利用 被災者生活再建支援システムの導入

20総務課デジタル技術を活用した⾧岡空襲伝承事業

R7 21業務課WEB口座振替受付サービス導入事業

22危機管理防災本部新潟県災害時の避難者支援システム導入事業

23工務課ＡＩ管路劣化診断を活用したWeb公開用「水道管路健全度マップ」作成事業
R8
（※） 24学務課食物アレルギーを持つ児童・生徒の食の安全支援事業

25学校教育課個別支援情報一元化・教材最適化システム導入事業

11

※令和８年度から「地域未来交付金」に名称変更

令和５年  令和８年   14件 事業 採択   国   交付金額 合計  約1.15億円（うち交付済額は約0.92億円）
事業期間 ３年間（交付金 交付 初年度  ）



事業の概要 【事業期間 令和５年度 令和７年度】

    技術 利用 得手 不得手 関        市民 簡単 便利 親切 窓口     提供          申請     機能拡充 申請書
作成支援            決済 導入   相談対応支援     導入 一体的 行   行     書           行政     実現 図  

・キャッシュレス決済 総合窓口にキャッシュレス決済サービスを実装
-決済方法 クレジットカード、電子マネー、QRコード決済
-運用開始 R5.11.7 

・相談対応支援 AIを活用した相談対応支援サービスを実装
-対象 健康面 課題   継続的      必要 事案

ひきこもりに関する相談、障害者支援に関する相談など
-運用開始 R5.11.1 

Ｒ7年度Ｒ6年度Ｒ5年度単位 円

17,664,00016,094,00023,992,599総事業費

－－11,996,299交付金額

Ｒ7年度Ｒ6年度Ｒ5年度指標

20,000件15,000件5,000件目標
オンライン申請件数

4,259件4,268件712件実績

12,000件8,000件2,000件目標
書   窓口利用件数

11,826件5,223件406件実績

30％25％20％目標中央サービスセンターにおけ
        決済比率 19％17％12％実績

4.0回4.5回5.0回目標対象の相談事案における
相談者一人あたりの
平均相談対応回数 2.3回2.9回4.1回実績

Ｒ7年度Ｒ6年度Ｒ5年度指標

80％75％70％目標     申請利用者 
満足度 92％82％80％実績

80％75％70％目標書   窓口利用者 満
足度 97％94％96％実績

80％75％70％目標中央サービスセンターにおけ
        利用者 
満足度 91％91％84％実績

80％75％70％目標（相談対応支援サービ
ス）対象の相談事案にお
  相談者 満足度 94％92％95％実績 12

    市民     行     書           行政    推進事業

重要業績評価指標（KPI）

・オンライン申請既存サービスに公的個人認証、オンライン決済を機能拡張
-対象手続 27手続（住民票の写し等の証明発行など）
-運用開始 R5.10.4 

・書かない窓口 総合窓口等に書かないワンストップ窓口サービスを実装
-対象手続 73手続（市民の転出・転居・転入など）
-運用開始 R6.2.15 

事業の成果等



事業の概要 【事業期間 令和５年度 令和７年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ７年度Ｒ６年度Ｒ５年度単位 円

6,624,8212,740,84221,362,462総事業費

－－9,582,261交付金額

Ｒ７年度Ｒ６年度Ｒ５年度指標

96回48回18回目標     診療実施回数
※1 10回6回8回実績

32回16回8回目標オンラインによる往診の実施
回数 ※2 51回29回19回実績

100人70人30人目標講演会、研修会等への参
加者数 125人102人32人実績

200時間150時間48時間目標オンライン往診による移動・
待ち時間の軽減 228時間174時間57時間実績

20診療所15診療所10診療所目標     診療導入 (予定)
診療所数 26診療所22診療所18診療所実績

13

▲オンライン診療の様子

         診療 訪問診療 可能 体制 山古志地区（山古志診療所）    構築  
山古志地区    実施事例          市内 診療所等 波及   ⾧岡市     
 診療 広    地医療    諸問題 解消 図  

     診療普及事業

事業の成果等

①市立診療所         診療 民間   事業 実施
山古志診療所         診療 継続  実施     小国診療

所にはBCP 観点       診療 試行 行  市立診療所  導入
拡大を図った。
   ⾧岡市全体  展開 図    民間医療機関 調剤薬局 協力

       診療 試行 行   

②普及のための報告会
 ⾧岡市     診療普及事業報告会  開催

  山古志診療所 実施       診療 手法
 収集    参画医師   意見等 市内医療
関係者と共有する機会を設けた。
※１ 山古志診療所 来 患者 対       診療 実施

日数
※２ 患者負担軽減        診療車 地域 集会所等

 出向  車内      診療 実施  人数



事業の概要 【事業期間 令和５年度 令和７年度】

⾧岡市   冬期交通 確保    最大日当 400台以上 除雪車 稼働        
    効率的 稼働記録   運行情報 管理 課題       
本事業  除雪車 通信機能付 稼働記録装置 搭載  除雪稼働管理      稼働記録 運行情報 一元管理      市民   要望 災害
級 降雪時 最適 除雪 行  体制 構築           良 市民     提供 行       

重要業績評価指標（KPI）

除雪ドーザ キャビン内

稼働記録装置

Ｒ7年度Ｒ6年度Ｒ5年度単位 円

17,314,00017,485,00076,718,400総事業費

－－38,359,200交付金額

Ｒ7年度Ｒ6年度Ｒ5年度指標

100％95％90％目標除雪稼働管理       非対
面事務処理割合 100%100％100％実績

20％15％10％目標稼働記録処理 係 時間 削減
 伴 市民対応時間 増加割合 20%20％20％実績

除雪稼働管理    構築事業

事業の成果等
① 市職員及び除雪業者の負担軽減
除雪車 取 付      IC・SDカードを除雪本部に持ち込みデー

  読 込      通信     送信        省略化 図 
れ、市職員及び除雪業者の負担が大幅に減少した。

② 除雪業者の労働環境の改善
受託業者 役所  往来 不要      時間的制約 なくなった

   除雪車 整備点検 次 除雪作業  休息        労働
環境を改善することができた。
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③柔軟で迅速な除雪対応の実現
市民   除雪車   時間帯 

変えてほしいという要望に対して、
運行    時間表示 業者 共
有しながら相談  除雪路線 見
直しをしたことで、市除雪計画の除
雪完了目標 ７時   達成  
た。



事業の概要 【事業期間 令和６年度 令和８年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度単位 円

ー11,998,80012,955,800総事業費

－－6,477,900交付金額

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度指標

40％35％30％目標
     申請率

ー35.3%46.4%実績

50％45％40％目標
     利用満足度

ー96.5%95.2%実績

 受付から収集完了までを一元化できるシステムを導入し、申込
みをワンストップにすることで市民サービスの向上と業務の省
力化及び効率化を図る。

 収集業務にタブレット端末を導入することにより、収集状況を
リアルタイムで把握することを可能とする。

⾧岡市
粗大ごみ受付・収集運搬管理システム

収集委託業者

粗大ごみの収集状況を
リアルタイムで共有

市民
・インターネット、電話による

粗大ごみ申込み
・収集状況に関する問い合わせ

・インターネット申込者に対
するメールによるお知らせ

・問い合わせへの迅速な対応

粗大ごみ受付・収集運搬業務DX化事業

事業の成果等

①オンライン申請による利便性向上
・利用者は、受付日・時間に制限なく粗大ごみの

収集申込が可能となり、R6年度の粗大ごみ申込
者に占めるオンライン申請の割合が、システム
導入前の30.9%から、導入後46.4％に増加

・従来の電話やFAXによる申込の割合は減少傾向
にあり、受付職員の業務負担の軽減に寄与

②タブレット端末利用による事務の効率化
行政と収集運搬事業者との間で、タブレット端
末を通じて、収集ルートや収集状況の把握が可
能となり、ペーパーレス化による事務処理軽減
が図れた
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事業の概要 【事業期間 令和６年度 令和８年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度単位 円

11,999,00010,212,00019,332,500総事業費

－－9,666,250交付金額

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度指標

10,000人6,000人3,000人目標健康アプリの参加登録
者数 ー2,569人1,824人実績

2,500人2,000人1,500人目標健康講座、各種イベント
の参加者数 ー1,441人1,266人実績

7,500歩7,250歩7,000歩目標健康行動（平均歩
数）の変化 ー6,335歩5,804歩実績

35％30％－目標
健康    継続率

ー76.8％－実績

60％55.0％50％目標
利用者 満足度

ー48.8％50％実績

 市民の健康行動の継続を図るため、スマートフォンのアプリ上で健康情報や行動記録を一体的に確認、成果の見える化を行い、運
動習慣などの健康行動の継続を支援する。

 健康行動に対するインセンティブ（報奨）を設け、参加、継続意欲を向上する。インセンティブは、デジタル地域通貨の「ながお
かペイ」との連携を図り、健康づくりとあわせて、地域経済活性化にも寄与する仕組みをつくるもの。

ながおかウェルネス事業

事業の成果等

▲ホーム画面▲タイアップイベントの様子

• 令和7年度は、健康講座や各種イベント、サービスメニューの拡充等に
より健康アプリの利用促進を図り、継続率76.8％という高い水準を達成
するなど、参加者の定着に成果が見られた。

• また、参加登録者数や平均歩数も着実に増加し、健康行動の促進に一定
の効果が発現している一方、参加者のさらなる拡大や行動変容の定着、
満足度の向上に向けては改善の余地がある。

• 今後は、行動変容ステージや歩数等のライフログデータ、健診結果など
を活用し、より効果的な事業展開につなげ、参加者の拡大と行動変容の
定着を両輪で進めていく。
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▲健康講座の様子



事業の概要 【事業期間 令和６年度 令和８年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度指標

100％90％80％目標
利用者数（※）

ー97.2％98.4％実績
満足度3以上
が70％以上

満足度3以上
が60％以上

満足度3以上
が50％以上目標キャッシュレス決済サービ

  満足度 ー98.9％79％実績

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度単位 円

3,797,0003,921,0004,866,000総事業費

－－2,433,000交付金額

 オンライン決済サービス（enpay）を導入し、園の集金方法をキャッシュレス・ペーパーレス化することで以下を実現する。
• 納付環境の整備による保護者の利便性向上及び期限内収納率の向上を図る。
• 納付に係る保護者の手間（現金の準備等）を解消する。
• 職員の現金取扱いに係るリスクの解消及び業務改善による事務や保育時間等

の創出を図る。

公立保育園 公立幼稚園       決済    導入事業

事業の成果等
 令和6年度    導入初年度  当初６月頃導入予定      
４月に前倒しした。

     導入    公立保育園等    公費及 私費 現金徴収  
    利用     随時 徴収 必要    除 ０     （請求
件数R6 6,939件・R7 11,740件）

・LINE登録者数については、園においても積極的に登録を推進した結果、
97％以上と高い水準を維持でき、
請求及び催促等の業務に係る事務
負担軽減に繋がっている。

・今後も決済手段増加等のサービス
品質向上    利用者満足度 
向上が期待される。
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※利用者数はLINEにenpayを登録している利用者数を指す。



事業の概要 【事業期間 令和６年度 令和８年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度単位 円

1,457,5002,413,4003,940,000総事業費

－－1,970,000交付金額

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度指標

90％以上70％以上50％以上目標位置情報公開サービス
 活用率 ー未計測74.1%実績

最大頭数30頭以下最大頭数35頭以下最大頭数40頭以下目標
サルの群れごとの頭数

ー46頭47頭実績

2.8以下3.2以下3.5以下目標
加害レベルの平均値

ー未計測3.5実績
R5年度比
10％減

R5年度比
7.5％減

R5年度比
5％減目標

農作物被害額の削減
ー52.9％減20%減実績
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▲ GPS首輪発信機と位置情報の公開、罠の設置イメージ

 サルによる農作物被害を減少させるため、GPS首輪発信器によるサルの動向調査を行う。
 位置情報を住民へ公開し、地域ぐるみでの追い払いに活用する。
 サルの移動経路に地域が監視・管理するICTセンサー付き大型囲い罠を導入し、効率的な捕獲を推進する。

ICTを活用した鳥獣被害対策の強化事業

事業の成果等

①公開した位置情報システム（ANIMAL MAP）の操作説明チラシの配
布 区⾧等  説明    電気柵設置 追 払    防除 活用
いただき、農作物被害の軽減につながった。

②ICTセンサー付き大型囲い罠を中心に捕獲を強化した結果、すべての群
れで合計101頭の捕獲があり、市全体に生息するサル個体数の減少に
つながった。

▲① ▲②



事業の概要 【事業期間 令和６年度 令和８年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度指標

90％80％75％目標
システムを用いた調査件数の割合

ー未計測未計測実績

40人30人20人目標「チームにいがた」災害対応業務研
修 受講者数（累計） ー30人20人実績

3回2回1回目標被害認定 罹災証明書発行   
     訓練 実施（累計） ー2回1回実績

4.0点3.5点3.0点目標罹災証明書交付時    市民
満足度（5点満点） ー未計測未計測実績
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Ｒ８年度Ｒ７年度Ｒ６年度単位 円

1,159,0001,159,0001,673,000総事業費

－－836,500交付金額

 被災者 生活再建 欠    罹災証明書          被害認定調査 係 事務

処理  紙          処理       膨大 時間 労力 要     本事業  

    技術 活用  申請  罹災証明書発行        迅速化 図     早期

に被災者の生活再建を実現することを目指す。

新潟県共同利用 被災者生活再建支援システムの導入



事業の概要 【事業期間 令和７年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ９年度Ｒ８年度Ｒ７年度単位 円

－－8,285,310総事業費

－－4,142,655交付金額

Ｒ9年度Ｒ8年度Ｒ7年度指標

280回240回100回目標         資料 閲
覧数 ーー1,709回実績

1,400回1,200回500回目標
ホームページ閲覧者数

ーー2,307回実績

1,000回1,000回860回目標
平和学習用動画の閲覧数

ーー1,157回実績

4.0ｐ3.0ｐ2.5p目標         資料閲覧
者 利用満足度 ーー4.0p実績

4.0ｐ3.5ｐ3.0ｐ目標
平和学習利用満足度

ーー4.7ｐ実績

 戦後80年 迎 空襲体験者 減少    中 新潟県内唯一 大規模戦災都市   ⾧岡市 責務   市民    育    ⾧岡戦災資
料館  戦争 悲惨  平和 尊  確実 次世代 継承         技術 活用  伝承事業 展開  空襲体験者 記憶 繋 人 ⾧
岡空襲を学ぶ人・来館者の増加を図る。

    技術 活用  ⾧岡空襲伝承事業

事業の成果等

▲デジタルコンテンツを活用したＷＳ▲戦災資料館ホームページ

• 令和７年は戦後80年の節目であったため、市民の関心も高く、ホーム
ページの閲覧数も令和7年12月 令和8年3月までの間で2,307回と目標
値をはるかに超えることができた。

• 教育版マインクラフトなど新たなデジタルコンテンツを取り入れたこと
により、⾧岡空襲を学ぶ切り口を増やすことができた。

• 今後、デジタルアーカイブ資料の拡充やデジタルコンテンツを活用した
空襲伝承事業の継続を目指していく。
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14,000人12,000人8,500人目標
戦災資料館  来館者数

ーー11,785人実績



事業の概要 【事業期間 令和7年度 令和9年度】

 上下水道料金 支払方法  口座振替払  納入通知書払 （     銀行窓口払     決済  ）    
 口座振替払   安全 確実     安 支払手段   一方 書面   手続  煩     利用率 低下傾向    
 本サービスの導入により、スマホ・PCで簡単に口座振替の手続きができ、登録も迅速化できる。
 口座振替利用率向上    収納    処理時間 削減 期待    

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ9年度Ｒ8年度Ｒ7年度単位 円

未定4,068,91313,294,922総事業費

－－6,527,761交付金額

Ｒ９年度Ｒ８年度Ｒ７年度指標

700件370件40件目標Web口座振替申込件
数 ーー1,230件実績

80.4％80.2％80％目標
口座振替利用率

ーー79.9％実績

4.0ポイント3.5ポイント3.0ポイント目標WEB口座振替受付
     満足度 ーー3.7ポイント実績
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WEB口座振替受付サービス導入事業

事業の成果等

① 口座振替受付件数の増加
本     令和７年10月1日開始。
     書面受付 合   総受付件数  前年度比10％増。
利便性向上 申込機会 拡大 実現  受付件数 増加       

② 口座振替利用率 状況
水道料金 年間請求件数 対  口座振替利用率  目標    

 届      受付件数 増加 対  利用率 目標値 下回  要
因として、サービス開始がR7年度下半期          主 対象 
  新規水道使用者 年度末受付分 翌年度請求 反映   利用
率 算入      点 挙     
今後 引 越      合   周知 強化  利用者増加 図  

③  客様 満足度 5段階評価中3.7ポイントを達成
印鑑不要 郵送不要 加  夜間 休日申込 可能 利便性 評価

   一定 満足度 確保   

水道局ＨＰ WEB口振サービス
 に情報入力 水道局

＋



事業の概要 【事業期間 令和7年度 令和9年度】

 災害時   短期間 集中  多数 住民 避難       避難所受付の混
乱 避難情報報告 遅延 発生    在宅 車中泊等 避難所外 避難者 発
生するが詳細な把握が困難で十分な支援が届きにくい。このため、県と市町村で連携
し、避難所や避難所外の避難者を速やかに把握するためのシステムを構築することで、
避難者  速   物資支援 情報提供  被災者支援 高度化 図  

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ9年度Ｒ8年度Ｒ7年度単位 円

808,000808,0001,809,000総事業費

――904,500交付金額

Ｒ９年度Ｒ８年度Ｒ７年度指標
180,000
ダウンロード

90,000
ダウンロード

2,000
ダウンロード目標

専用ｱﾌﾟﾘのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄ数
ーー2,167

ダウンロード実績

22回
（人数）

20回
（人数）

１回
（人数）目標イベント等における専用アプリ

の啓発回数及びイベントの参
加人数 ーー０回

（人数）実績

２回２回１回目標システムを用いた防災訓練の
実施回数 ーー０回実績

10秒20秒25秒目標受付時間（短縮される時
間） ーー未計測実績

80％70％65％目標システムを使った避難訓練に
参加  住民 満足度 ーー未計測実績
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新潟県災害時の避難者支援システム導入事業



【ＡＩ管路劣化診断 活用  Web公開用 水道管路健全度    作成事業】

31,300千円事業費252,265人人口新潟県⾧岡市
自治体

名

老朽化  水道管路     高  中 本市  管路情報 非公開      住民 事業者 現状 把握 
きずにいる。そのため、AI診断   健全度 管路 埋設状況 地図上 可視化   水道管路健全度     
作成しWeb公開   住民 水道     現状 理解 安心感 得   事業者 工事計画 効率化 可能
    情報公開   行政 透明性 高   地域 安全性 魅力向上 図  

事業概
要

【AI管路劣化診断】
・ 水道管 情報及 漏水履歴 情報 環境       

膨大な変数からなるデータベースを活用し、それらをアルゴリ
ズムAI解析    水道管路 余寿命 算出 

【診断結果の公開】 水道管路健全度    
・AI   劣化診断結果     市内 水道管路 健全

度 地図上 可視化  Web上で公開する。
      住民 自宅周辺 水道     状態 把握  

 災害時        不安軽減 水道料金改定  理
解促進につながる。

 管路 埋設状況        事業者 住民 水道局 
出向くことなく、手元のPC         水道管路 有
無を確認できる。これにより、工事計画や地域防災の事前
準備 効率化 図  

具体
サービス

【アウトカム指標（成果指標）】
① 水道管路健全度     満足度
②水道管路 更新及 財源確保 必要性 対  理解度

【アウトプット指標（活動指標）】
① 水道管路健全度     年間    数

主な
KPI

管路データ
漏水履歴

環境
ビックデータ

AI

「水道管路健全度マップ」
Web公開

劣化診断結果

住民事業者
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【食物アレルギーを持つ児童・生徒の食の安全支援事業】

3,509千円事業費252,265人人口新潟県⾧岡市自治体名

本事業は、より安全で安心な給食の提供を目指し、食物アレルギーを持つ児童・生徒ごとに対応した個別の専用
献立表 自動生成       導入        保護者 提供     保護者 自分 子   献立情
報        等      確認      安心 繋     専用献立表       食材 記号   
視覚的に表示されるため、外国籍の保護者もアレルギー情報が負担なく把握できるようになる。

事業概要

【食物     対応専用献立表作成 提供    】
• 食物アレルギーを持つ児童生徒ごとにアレルギー対応専

用献立表 作成  保護者 連絡     個別 直接
提供することができる。

• 紙配布からスマートフォン等に配信することにより、場所や
時間を問わずに当日の給食の情報の確認ができるように
なることから、保護者がわかりやすく正確な情報を受け取
ることができる。

• アレルギー食材に記号表示や色付けされることによって、
仕事等 忙  保護者 近年 増加    外国籍 
保護者でも一目で給食の安全が確認できる。保護者の
確認負担 不安 軽減    

• 子どもは保護者の日々の確認のもとで給食の提供が受け
         子   健   成⾧      

具体
サービス

【アウトカム指標（成果指標）】
①保護者の安心感 満足度

【【アウトプット指標（活動指標）】
①       等   献立情報確認  移行率

主な
KPI
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【個別支援情報一元化・教材最適化システム導入事業】

10,137千円事業費252,265人人口新潟県⾧岡市自治体名

本事業は、子どもの個性に応じた最適な学びを実現するため、家庭と学校の情報を一元化する。保護者が家庭で
の様子をアンケートにより共有し、家庭と学校のアセスメント情報を統合することで連携を強化して、データに基づく
個別 計画 作成      個別 計画 評価   情報 進学時等 活用  切 目  支援 行  

事業概要

本事業では、小中学生一人ひとりに合わせた最適な
学   将来 自立     切 目   支援 
行    保護者 教員         子   状
態を評価し、その結果をタブレット端末から「個別支
援 教材作成      入力   
システムは評価結果を即時にアセスメントデータとして
可視化し、教員はそのデータに基づき、個別の教育
支援計画 適切 教材 作成 提供    
また、客観的なデータは進級・進学時の引継ぎや医
療機関  連携  活用   生涯 通  一貫 
た支援が可能となる。

具体
サービス

【アウトカム指標（成果指標）】
①通常の学級における計画的・組織的な個別支援の満
足度

【アウトプット指標（活動指標）】
①保護者        利用回数

主な
KPI
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新しい地方経済・生活環境創生交付金 地域防災緊急整備型

【採択事業一覧】
ページ
番号担当課事業名採択

年度

27危機管理防災本部避難所環境整備事業（令和７年度採択分）R71

28危機管理防災本部避難所環境整備事業（令和８年度採択分）
R8
(※)2

26

令和８年度  ２件 事業 採択      国   交付金額 合計  約84,500千円（見込 ）
事業期間 ３年間

※令和８年度から「地域未来交付金」に名称変更



事業の概要 【事業期間 令和７ ９年度】

重要業績評価指標（KPI）

Ｒ９年度Ｒ８年度Ｒ７年度指標

3,400ｾｯﾄ3,350ｾｯﾄ3,300ｾｯﾄ目標テント式パーティション・
簡易    避難所備
蓄数 ーー1,026ｾｯﾄ実績

30回10回５回目標住民避難訓練    
 式        簡易
    利用回数 ーー3回実績

Ｒ９年度Ｒ８年度Ｒ７年度単位 円

ーー69,514,500総事業費

－－34,757,250交付金額

 段ボール製品に比べて軽量コンパクトで設営が簡単なテント
式パーティションと簡易ベッドを各避難所に備蓄し、日頃から
自主防災組織の訓練や小・中学生の防災教育で設営体験を行う
ことにより、発災後速やかにプライバシーが確保された就寝環
境を整えることを可能とする。

避難所環境整備事業（令和７年度採択分）

事業の成果等

・各避難所に順次配送し、３分の１の避難所に配送済み。（R８年度中 
全避難所 配送完了見込 ）

・入替を実施した避難所では、段ボールに比べて約３分の１の収納スペース
となり、備蓄数の増加につながった。

・学校での防災教育においては、3校で設営体験等を実施。避難所物資を
常設して日頃から慣れ親しんでもらう「防災学習教室」の導入を推進してい
るが、現在は単発イベントでの体験にとど
まっている。

 自主防災会等 住民避難訓練  R8の
 ⾧岡市防災訓練    実施      
多くの方に体験していただけるよう参加団体
に対して周知していく。

※KPI 利用回数  学校  防災教育
を含む。
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▲簡易ベッド ▲テント式パーティション

▲越路西小学校での設営体験



99,500千円事業費252,265人
(R8.1.1現在)人口新潟県⾧岡市自治体名

スポットクーラーと蓄電池を各避難所に配備することにより、停電時でも避難所内の一部スペースにおいて、体調
不良者 要配慮者等 対象   避難所環境 整     可能          平時  地域 防災訓練 
教育活動 中 活用  地域防災力 強化 学習環境 改善  寄与    

事業概要

○スポットクーラー 149台 53,608千円

○可搬型蓄電池 149台 45,892千円
購入する

資機材等の
内容

【アウトカム指標（成果指標）※一つ以上】
①住民避難訓練           蓄電池 利用回数
②
③

【アウトプット指標（活動指標）※一つ以上】
①スポットクーラー、蓄電池の避難所備蓄件数
②
③

主なKPI
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指定避難所のうち小・中学校、コミュニティ
センター、体育館等へ配備する。

イメージ

可搬型蓄電池 スポットクーラー

避難所環境整備事業（令和８年度採択分）



寄附額事業費寄附を活用した事業の内容寄附を受けた事業

400千円
（１社分）11,580千円 ⾧岡版総合戦略 要   若者 地元定着 若者 自 魅力 生 出       進     

      若者    機構  補助金 交付   
     若者    機構支
援事業

1,000千円
（5社分）14,873千円 市民活動 活性化 図        ⾧岡 訪  市民 楽            開催 居心地 良 空

間    行        未来創造        補助金 交付   
    ⾧岡自主    等
開催事業

2,000千円
（１社分）2,000千円 近年 自然災害 激甚化 頻発化 状況 踏    災害時 BCP対策強化を図る。

（物納      簡易給油機）
災害時 燃料供給体制強化
事業

5,000千円
（１社分）15,632千円

ＮａＤｅＣ構想（※） 基  次 産業振興 人材育成事業 行  
 市内 大学 高専 知見 企業 技術 融合         新製品 新産業 創出 目指  
 学生起業家育成       起業 創業支援 行       企業 育成   
※４大学１高専 商工会議所 市 連携  大学 高専 持 知見 市内企業 持 技術 融合   新製
品 新産業 創出      企業 育成 進   ⾧岡版         実現 目指  

起業創業支援事業

100千円
（１社分）19,101千円

・2050年           実現 向  取 組  進        単 CO2削減に終始するだけではなく、
産学官金 協働    環境 経済 好循環 図    地域 脱炭素化 図     

・これを実現するため、市内産業の脱炭素化とともに、CO2削減に資する産業分野の強化や資源循環を促進する
産業創出を実現するなど、脱炭素を軸とした産業振興に繋がる施策を展開していく。

「脱炭素」を軸とした新産業
創出・産業振興の推進事業

600千円
（２社分）5,044千円・ながおかマッチボックスの運営。多様な人材活用推進事業

300千円
（１社分）7,829千円 熱中 感動  実体験 大切   子   新  自分 発見 想像  場 提供   熱中 感動 夢   教育

推進事業

400千円
（１社分）1,565千円 ５ ７ 月児 対  身体測定 離乳食相談 虫歯予防 話         行  乳児健康相談

2,900千円
（５社分）10,212千円     活用  歩数等          見  化      付与         活用   行動変容 促

進する。
健康アプリ「ながおかウエルネス
チャレンジ」事業

2,100千円
（３社分）54,641千円 ⾧岡戦災資料館 移転整備 際  空襲殉難者 銘板作成 含 展示制作 実施   ⾧岡戦災資料館移転整備

事業

国 認定  地方公共団体 地方創生 取 組  対  企業 寄附 行  場合  法人関係税  最大 寄付額 ９割 税額控除     

地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の活用状況

事業の概要
⾧岡市 将来 実際 担     若者  地方創生 主役 据  ⾧岡 住 続   若者  戻     若者  新  移住     若者       確

保  愛着 誇  持       ⾧岡     取 組  行  併   高齢者 元気 暮         取組 継続  行  

令和７年度寄附実績 計14,800千円（計21社）
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